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（別添） 申請内容の変更箇所 

 

 

  

 
【申請内容の変更箇所】 
・「九州観光“おもてなしの輪”創造特区～特区ガイド導入から始める「九州アジア観光戦略」
の遂行～」及び「外国クルーズ客船振興等による訪日外国人受入拠点特区」との変更箇所。 
 
 昨年度申請の単なる合作ではなく、現状分析や課題整理を行って共通の認識を醸成し、今後
の方向性や取り組みの検討を行っている。新たな規制緩和等を盛り込みながら再構成してお
り、昨年度の申請内容についても、平成 23 年 12 月 28 日付公表の「総合特別区域の第一次指
定申請書に関する関係府省庁からの意見」をふまえたうえで、整理・調整を行っている。 
 
 
（１）昨年度申請の規制の特例措置等に対する関係府省庁からの意見に対する検討状況 
◆「資格外活動許可要件緩和」 
＜資格外活動許可が不要なケースに認定＞ 
収入や報酬を伴う活動であっても、業として反復するものではなく臨時的に行なう活動に

ついては、資格外活動の許可を受ける必要がない（入管法規則第 19 条の 2）。 
これに、特区ガイドが認定できないかと考えたが、「それぞれの在留資格の下で本来行う

こととされている活動の遂行を阻害しない範囲内で、当該活動に属しない就労活動を行うこ
とを希望する場合に許可をするものであり、特区ガイドの仕事を含め、非就労資格について
就労活動を行うために資格外活動許可を不要とすることは困難。」との意見が示された。 

  平成 22 年 7 月より、在留資格「留学」をもって在留する外国人が、在籍する大学又は高
等専門学校（第４学年、第５学年及び専攻科に限る。）との契約に基づいて報酬を受けて行
う教育又は研究を補助する活動（ティーチング・アシスタント及びリサーチ・アシスタント）
については、資格外活動許可を要しないこととなったが、学内でそれ以外の業務を行う場合
であっても資格外活動許可が必要な現状や、留学や就学に名を借りた「出稼ぎ」就労者対策
をふまえれば、何らかの対策を講じないまま資格外活動許可が不要なケースに特区ガイドを
認定することは難しいと結論。 

  
＜資格外活動許可の上限時間緩和＞ 
学期中は１日４時間以内、休暇中は１日８時間以内から、学期中は１週 28 時間以内、休

暇中は１日８時間以内と改正され、就労の幅が広がったものの、特区ガイド従事者の活動時
間を想定した場合に不具合が生じる恐れがある。 
「労働基準法第 32 条第１項に定める労働時間の上限である週 40 時間の７割にあたる週

28 時間の包括許可を認めており」、「現行制度においても，一律かつ包括的に資格外活動を
許可する「包括許可」ではなく，本来の活動を阻害しないかどうか等を個別に審査・判断し
週 28 時間以上就労することが認められることはある。」との意見が示された。 

  個別に審査・判断し上限時間が緩和されることはあるようだが、基準が明確でない。 
ガイド従事希望者に不利益が生じないようあらかじめ対処措置を講じられないのか。 
また、クルーズ船への対応も考えた場合、着岸から離岸まで 12 時間程度要しており、休暇
中の１日８時間以内という規定が活動の制約となる恐れがある。 
学業を阻害しないといった条件等もふまえ、協議のうえで特区ガイドが活動しやすい環境

を整備したいと考え、一部内容を変更し今回も提案することとした。 
 
◆「第三種旅行業者の企画旅行催行区域条件緩和」 

  旅行業法施行規則の改正により、第三種旅行業者も一定の条件の下で募集型企画旅行を行
えるようになったが、催行可能な地域は、本社及び営業所が所在する市町村とその隣接する
市町村及び国土交通大臣の定める区域に限定されるため旅行者が利用しにくい状況。 
「第二種旅行業の登録を受けることにより催行可能となっている。」との意見が示された。
 しかし、九州では交通アクセスが便利な観光地が選ばれる傾向が強く、その地域までは旅
行者が自力で移動しなければならず、主要駅などと隣接していない地域では利用されにく
い。一部の観光案内所など、資産要件等がネックとなり第二種に移行できない業者も多い。
「ニューツーリズムを拡大する」という政策課題解決には、必要な項目であると判断し、 
今回も提案することとした。 
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